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被扶養者の特定健診・特定保健指導の実施体制について（検討状況の報告と論点例）

（検討の手順）

○ 実施に当たっての事務の流れについては、基本的には、特定健診と特定保健指導とでほぼ同様では

ないかと想定されることから、まず、特定健診について検討し、さらに、特定保健指導について検討

する手順とする。

（検討に当たっての基本的考え方）

○ 健診機関で受診者が費用の全額を支払った上で後から保険者に請求する、いわゆる償還払い方式は、

受診意欲を低下させるおそれがあるので、受診時には保険者が定めた自己負担のみを支払えばいいこ

ととして、健診機関及び保険者間で残りの費用を決済できる仕組みとすることが望ましい。

○ 健診データについては、保険者における階層化及び保健指導対象者の選定に用いるとともに、保険

者において継続的に蓄積・管理する必要があるので、健診機関から委託元の保険者に的確にデータが

送付される仕組みを設ける必要がある。

（検討経過と論点例）

○ 現行制度においても、医療保険者の保健事業あるいは市町村の老人保健事業として様々な方式での

健診事業の形態（委託方式等）が併存しているところであり、特定健診についても、様々な方式が混

在し、保険者の実情に応じて用いられることを想定して、被扶養者の特定健診等の仕組みを考えるべ

きではないか。

○ 被扶養者にとって馴染みのある健診機会は、市町村の住民健診であることから、被用者保険の保険

者が、市町村国保に健診の実施を委託すること（保険者間の委託方式）が一つの形態として考えられ

る。
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○ 保険者間の委託方式を採った場合、健診機関から市町村国保に対して、被用者保険分もまとめて健

診データ送付及び費用請求がなされることになるので、市町村国保において大量の事務が発生する。

これを避けるためには、委託分の事務（簡単な事務点検と振り分け）を行う代行機関があることが望

ましいのではないか。

○ 代行機関については、被用者保険委託分のみを取り扱う位置づけのもの（健診機関が、国保分は市

町村に、委託分は代行機関に提出するよう仕分ける。）と、市町村国保分も取り扱う位置づけのもの

（健診機関はすべてを代行機関に提出し、代行機関が、市町村国保分と委託分を仕分ける。）とが考

えられるのではないか。

○ 保険者間の委託方式は、市町村国保と被用者保険のそれぞれが契約を結ぶことが必要であり、これ

を年度当初の短期間に行う必要があることを考慮すると、それぞれの契約を束ねる団体が必要ではな

いか。

○ 市町村の健診機会を活用する以外にも、被用者保険においては、被扶養者の健診のために多くの健

診機関と契約しているものもあり、その方法を引き続き採ることも妨げられるものではない。そうし

た被用者保険（例えば大手の健康保険組合や政管健保）があれば、他の被用者保険が当該被用者保険

との間で、保険者間の委託方式を採ることも考えられる。

○ 各健診機関が被用者保険と契約するに当たり、健診機関のとりまとめ団体を位置付けて、とりまと

め団体と被用者保険とが契約する方法も考えられる。（被用者保険側も契約とりまとめ団体であるこ

とも想定される。）
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○ 特定保健指導については、健診と異なり現に地域にある程度の基盤があるわけではないことを踏ま

え、体制確保をどうするかが最大の課題であるが、その上で、事務の流れとしても、複数月にまたが

る場合の取り扱い（費用請求のタイミングや、途中での資格喪失時の取り扱いなど）、同じ事業者で

も保健指導の内容で単価に幅がありうること等の、特定健診とは異なる状況に対応した事務の流れを

検討することが必要と考えられる。

○ ワーキンググループにおいては、上記のような検討を経て、被扶養者に対する特定健診の提供例、

特定保健指導の提供例を別添参考資料のとおり整理しつつ、事務の流れについて検討を進めていると

ころ。

※ 健診・保健指導とも、「ケース１」は保険者自らが健診・保健指導機関に委託する方式、「ケース２」は

保険者が他の被用者保険保険者に委託する方式、「ケース３」はこれに代行機関を加える方式、「ケース４」

は保険者が市町村国保に委託する方式（契約を束ねる機関及び代行機関有り）についての図であり、健診に

ついては、「ケース５」として、健診機関のとりまとめ団体を位置付けている。また、詳細な事務の流れに

ついて、各ケースのうちの基本パターンにおいて代表的に記述している。
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確認すべき論点

以下の論点について本検討会で確認いただいた上、事務の流れ等について、引き続きワーキンググ

ループで検討を継続することとしたい。

１．複数の方式が混在することを前提として検討を進めるということでいいか。

２．簡単な事務点検と振り分けを行う「代行機関」が位置付けられることを想定して検討を進める

ということでいいか。

３．代行機関は、法律制度等に基づくものではなく、事務の簡素化のために関係者の合意に基づく

ものであるので、機関の数や有すべき要件も合意によって定まるものと考えられるが、検討に当

たりどのような点を考慮する必要があるか。

少なくとも、各保険者、各健診機関、保健指導機関が必ず使える共通基盤となる機関は用意す

る必要があるのではないか。
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被扶養者に対する特定健診の提供例

※ 提供方法は、各保険者の実情等に応じて様々な形態が考えられ、かつ、

それが特に制約されるものではない。ここに掲載している方式もあくまで

例である。

ケース１・・・・・・・・・・・ 6～12

ケース２・・・・・・・・・・・ 13

ケース３・・・・・・・・・・・ 14

ケース４・・・・・・・・・・・15～22

ケース５・・・・・・・・・・・ 23

健診機関コードの付与・・・・・ 24

（別添１）
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（
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と
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険

者

委託又は直営

受診

受診予約

結果通知

健診結果

請求・支払

保険者自らが健診機関に委託する方式

リストにある健診機関での受診が可能と通知（被保険者・事業者を経由することもありうる）

ケース１
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ケース１の事務フロー（例）

被扶養者等 健診機関 被用者保険

（１）被扶養者への通知

特定健診の案内を送付
（被保険者・事業者を経由することもありうる）

被扶養者の抽出は４月１日に
実施する
月次で年度途中の資格取得者
のうち年齢が40歳～74歳の者、
年齢到達者の抽出を実施する

被保険者台帳

40歳～74歳の被扶養者を
抽出

案内により、受診可能な健診
機関リストから選択して受診
できることを知らせるととも
に、受診券を送付する
受診券には、
・発行番号
・保険者番号・名称
・被保険者番号
・有効期限
・氏名、性別等
・窓口での負担額
・（上限額）
を記載する

受診券
等

特定健診の
案内等

受診可能な健診機関
リストから選択

※受診券を
用いない方
式もあり得
る。
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（２）健診機関における特定健診の受診

被扶養者 健診機関 被用者保険

健診機関は、保険者番号・名称から委託
関係にあることを確認する
委託関係にない場合、償還払い方式での
受診となることを伝える

受診券、被保険者証を
窓口にて提示

窓口での負担額を支払

窓口での負担額を受取
領収書を発行領収書

特 定 健 診 を 受 診

受診券
等

健診機関を予約
（健診機関は受診券があることを確認）

健診機関は、
・被保険者証と受診券を確認する
（被保険者番号等が一致していること）
・保険者が委託関係にあることを確認する
・受診券に記載されている窓口での負担額を
被扶養者等に請求する

被保険者証と受診券等を
確認、健診を受付

窓口での負担額を請求
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被扶養者 健診機関 被用者保険

※資格を有している期間は保存
資格喪失後は、その翌年度末
まで保存（原本保存）

（３）被用者保険への健診データの送信

健診データを入力

健診データ
管理台帳

特定保健指導を適切に開始
するため、健診データファ
イルの作成と送信は速やか
に行う（随時の送信）

被用者保険の健診データ
ファイルを作成、送信

健診データ
ファイル

特定健診
記録台帳

電磁的方式により送信

※５年間保存

続いて、
・必須項目の入力漏れ
・入力項目の誤り
・検査データの異常値
・請求額等の不一致
・健診データの重複
等を確認する
（簡単な事務点検）

簡単な事務点検を実施

健診データファイルの
点検

被用者保険は、
・ファイルが読み込めること
・送付先に誤りがないこと
・請求明細と健診データが
一致すること

等を確認する
（ファイルの点検）
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被扶養者 健診機関 被用者保険

被保険者台帳と突合
資格の確認を実施

被用者保険は、
・被保険者番号、性別、生年月日から
受診者を特定（突合）

・受診日の資格有無
等を確認する（突合と資格の確認）

疑義があれば健診機関に
返戻

健診データ
ファイル
（返戻）

返戻された健診データを
確認し、再送

階層化を実施

電磁的方式により送信

特定健診
記録台帳

（特定保健指導）
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（４）健診費用の決済

被扶養者 健診機関 被用者保険

被用者保険から返戻されず、
支払もされない健診データは
誤送信や紛失のおそれがある。
健診機関は、被用者保険に送
信した健診データが届いてい
ることを確認する

【月次】

健診データ
管理台帳

健診費用の支払

健診機関ごとの支払額を
算出

特定健診
記録台帳

消込処理
未払い等の不明分は
被用者保険に問合せ

健診機関に費用を支払
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（５）被扶養者への結果の通知

被扶養者 健診機関 被用者保険

健診データ
管理台帳

結果票を出力し、送付

結果票
（標準様式）

【健診機関が通知する案】

【被用者保険が通知する案】

特定健診
記録台帳

結果票を出力し、送付

被扶養者等の住所に
送付

結果票
（標準様式）

結果票
（標準様式）

郵送等

郵送等
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委
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元
保
険
者
）

委託又は直営

受診

受診予約

結果通知

委託（又は共同実施）

ケース２

健診機関リスト

リストにある健診機関での受診が可能と通知（被保険者・事業者を経由することもありうる）

保険者が他の保険者（被用者保険）
に委託する方式

健診結果

請求・支払

健診結果

請求・支払

＜例＞
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健
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扶
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（
委
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元
保
険
者
）

委託又は直営

受診

受診予約

結果通知

委託（又は共同実施）

ケース３

健診機関リスト

リストにある健診機関での受診が可能と通知（被保険者・事業者を経由することもありうる）

保険者が他の保険者（被用者保険）
に委託する方式

＜例＞

代 行 機 関
（支払代行及び簡単な事務点検）

健診結果
（委託分）

請求・支払
（委託分）

健診の単価
委・受託情報

健診結果
（委託分）

請求・支払
（委託分）
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ケース４

被

扶

養

者

被

用

者

保

険

の

保

険

者
（
委
託
元
保
険
者
）

各

健

診

機

関

健

保

連

・

全
国
健
康
保
険
協
会

・

大
手
健
保
組
合

な
ど各市町村国保

代 行 機 関
（支払代行及び簡単な事務点検）

健診結果
（国保分）

健診結果
（委託分）

健診結果
（委託分）

請求・支払
（国保分）

請求・支払
（委託分）

請求・支払
（委託分）

健診の単価
委・受託情報

市町村（国保）健診の受診が可能と通知（被保険者・事業者を経由することもありうる）

委託又は直営

委託

委託
（又は共同実施）

受診

受診予約

結果通知

保険者が他の保険者（国保）
に委託する方式

＜例＞

※とりまとめ機関が入る
ことも考えられる。

※健診機関からの提出先は代行
機関として、代行機関で市町村
国保分と委託分を仕分ける方法
も考えられる。

※契約を束ねる機関
も考えられる。
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被扶養者 健診機関 市町村国保 代行機関 被用者保険

（１）被扶養者への通知

特定健診の案内、受診券
等を送付

市町村（国保）健診のお
知らせ等を住民に送付

市町村（国保）健診の
受診が可能であること

を確認

市町村（国保）健診の案
内等を送付

受診券
等

市町村
（国保）
健診お知
らせ等

市町村（国
保）健診

案内

（被保険者・事業者を経由することもありうる）

電話等

広報紙等

案内により、住民健診を
受診できることを知らせ
るとともに、受診券を送
付する
受診券には、
・発行番号
・保険者番号・名称
・被保険者番号
・有効期限
・氏名、性別等
・窓口での負担額
・（上限額）
を記載する

被扶養者の抽出は４月１日に
実施する
月次で年度途中の資格取得者
のうち年齢が40歳～74歳の者、
年齢到達者の抽出を実施する

被保険者台帳

40歳～74歳の被扶養者を
抽出

郵送（受診可能な健診機関の問合せの場合）

特定健診の
案内等

ケース４の事務フロー（例）
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被扶養者 健診機関 市町村国保 代行機関 被用者保険

（２）指定医療機関における住民健診の受診

受診券、被保険者証を
窓口にて提示

窓口での負担額を支払

窓口での負担額を受取
領収書を発行領収書

特定健診（市町村（国保）健診）を受診

健診機関は、
・被保険者証と受診券を確認する
（被保険者番号等が一致していること）
・受診券に記載されている窓口での負担額を
被扶養者に請求する

被保険者本人が受診を希望した場合、どうするか
（費用負担の考え方）

受診券
等

被保険者証と受診券等を
確認、健診を受付

窓口での負担額を請求

健診機関を予約
（健診機関は受診券があることを確認）

特定健診の受診に被保険者証と被用者保険が発行した受診券を
必須とするか（費用負担の考え方）

被保険者証や受診券を持ってこなかった場合、どうするか
（費用負担の考え方）

受診券を用いない場合、健診機関は受付時に
情報提供用ホームページ等を用いて負担額を
確認する方法も考えられる（代行機関がホー
ムページを運営することを想定）
なお、年に初めての受診であることを確認す
ることが難しくなる（２度目以降を自己負担
とする保険者の場合）
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（３）代行機関への健診データの送信

被扶養者 健診機関 市町村国保 代行機関 被用者保険

（省略）

電磁的方式により送信

市町村国保分

健診データファイルの
点検

健診データ
ファイル

保険者間の委託方式により住民
健診を受診したすべての被用者
保険の被扶養者の健診データを
まとめて送信する

健診データ
ファイル

保険者が健診結果の通知を行なう場合、健診データの送信等を
随時とすることが必要（健診結果の通知）

【月次もしくは随時】

市町村国保・被用者保険
それぞれの健診データ
ファイルを作成、送信

健診データを入力

※５年間保存
健診データ
管理台帳

上乗せ・追加して実施した検査の結果を合わせて送信するか
（データの仕様）

被用者保険への請求額は、
「市町村国保の定める特定健診
の単価から窓口での負担額を差
し引いた額」とする

被用者保険分

健診データの項目に請求額を追加するか（１件ごとに登録）、
健診レセプト（請求明細）を作成し、合わせて送信するか
（データの仕様）

健診データファイルが読み
込めない、請求明細と健診
データが一致しない場合等、
健診機関に返戻する
（ファイルの点検）
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（４）被用者保険への健診データの送信

被扶養者 健診機関 市町村国保 代行機関 被用者保険

簡単な事務点検を実施

支払代行
事務点検台帳

疑義があれば健診機関に
返戻

代行機関は、
・必須項目の入力漏れ
・入力項目の誤り
・検査データの異常値
・請求額等の不一致
・健診データの重複
等を確認する
（簡単な事務点検）

返戻された健診データを
確認し、再送

健診データ
ファイル
（返戻） 電磁的方式により送信

被保険者台帳と突合
資格の確認を実施

被用者保険は、
・被保険者番号、性別、生年月日から
受診者を特定（突合）

・受診日の資格有無
等を確認する（突合と資格の確認）

※資格を有している期間は保存
資格喪失後は、その翌年度末
まで保存（原本保存）

特定健診
記録台帳

突合に失敗した者（受診者を特定できない）、被保険者の資
格がない者の健診費用をどうするか（費用負担の考え方）

代行機関に、被用者保険
から窓口での負担額、市
町村国保から特定健診の
単価を登録しておく

電磁的方式に
より送信

健診データを登録

保険者ごとに健診データ
ファイルを作成し、送信

健診データ
ファイル

（決済処理）
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被扶養者 健診機関 市町村国保 代行機関 被用者保険

返戻された健診データを
登録、健診機関に送信

支払代行
事務点検台帳返戻された健診データを

確認し、再送

健診データ
ファイル
（返戻） 電磁的方式により送信

階層化を実施

電磁的方式により送信

疑義があれば代行機関に
返戻

健診データ
ファイル
（返戻）

受診券発行情報を代行機関に登録しておくことに
より、代行機関において資格確認を可能とする案
（受診券の発行番号と被保険者番号を用いる）、
代行機関が被用者保険から事前に資格確認に必要
な情報を取得しておく案もある

特定健診
記録台帳

（特定保健指導）

（決済処理）
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被扶養者 健診機関 市町村国保 代行機関 被用者保険

【月次】

（５）健診費用の決済

消込処理
未払い等の不明分は代行

機関に問合せ
健診機関に費用を支払

健診データ
管理台帳

健診費用の支払

健診機関ごとの支払額を
算出

保険者ごとの請求額を
算出

保険者に費用を請求

消込処理
不明分は代行機関に

問合せ

特定健診
記録台帳

健診費用及び
手数料を請求

支払代行
事務点検台帳

【健診データと健診レセプトを月次で送信する案】

代行機関からの支払後に被用者保険からの
返戻があった場合等、翌月の支払にて相殺
する等の調整を行なう
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被扶養者 健診機関 市町村国保 代行機関 被用者保険

【被用者保険が通知する案】

特定健診
記録台帳

結果票を出力し、送付

被扶養者の住所に
送付

結果票
（標準様式）

結果票
（標準様式）

郵送（被扶養者の現住所を管理している保険者
においては、被扶養者に送付することも可）

郵送
等

健診機関にて結果説明を行なう場合、健診機関から被用者保
険への健診データの送信、被用者保険から健診機関への結果
票の送付（郵送）を迅速に行なう必要がある
（データの仕様・結果の通知）

健診データ
管理台帳

結果票を出力し、被扶養
者の住所に送付

結果票
（標準様式）

【健診機関が通知する案】

被扶養者への結果票の送付は、
・市町村国保が実施する結果説明会にて被扶養者に
手渡しし、結果を説明

・健診機関が被扶養者に手渡しし、結果を説明
・健診機関が被扶養者宛に郵送
等の方法が考えられる（市町村国保の方法とする）

郵送
等

健診機関が健診データから階層化を実施、結果票への出力や
被扶養者への説明を行なってよいか（結果の通知）

（６）被扶養者への結果の通知
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被

扶

養

者

等

被

用

者

保

険

の

保

険

者
（
委
託
元
保
険
者
）

健

診

機

関

健
保
連
等
な
ど

健
診
機
関
と
り
ま
と
め
機
関

委託委託等

健診機関リスト 健診機関リスト

受診

受診予約

結果通知

代 行 機 関
（支払代行及び簡単な事務点検）

健診結果

請求・支払

健診結果請求・支払

委託等
（直接）

健診機関リスト
（直接）

保険者が健診機関とりまとめ機関を
通じ、健診機関に委託する方式

リストにある健診機関での受診が可能と通知（被保険者・事業者を経由することもありうる）

（注）

(注) 健診機関ととりまとめ機関との関係について引き続き検討（例えば健診結果や請求・支払について
とりまとめ機関を経由するのか等）

ケース５
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健診機関コードの付与

健診機関 代行機関 被用者保険

代行機関が健診機関コードを付与・管理する案

委託先に契約書を送付

健診機関コード付与
申請

契約書

健診機関コードを
持つか？

申請書

契約書に記入

契約書契約書を送付

契約内容に合意契約内容に合意

Yes

No

アウトソーシング基準を充たす
ことを求める（契約書において
確認する）

申請書には、
・保険医療機関コード（医療機関の場合）
・健診機関の名称、住所、電話番号等の連絡先
等を記入する
代行機関を利用することがわかっている場合、
・電磁的方式による送信に必要な情報
・金融機関情報
を合わせて記入する

健診機関コード

健診機関コードを発行
書類を送付

郵送
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被扶養者に対する特定保健指導の提供例

※ 提供方法は、各保険者の実情等に応じて様々な形態が考えられ、かつ、

それが特に制約されるものではない。ここに掲載している方式もあくまで

例である。

ケース１・・・・・・・・・・・・・・・・・ 26～32
ケース２・・・・・・・・・・・・・・・・・ 33
ケース３・・・・・・・・・・・・・・・・・ 34
ケース４・・・・・・・・・・・・・・・・・ 35

（別添２）
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被

扶

養

者
（
被
保
険
者
本
人
と
同
じ
）

各

保

健

指

導

機

関

保

険

者

委託又は直営

利用（初回面接）

利用予約

行動計画

（積極的支援の場合）
保健指導開始の連絡、終了時体重・腹囲等の結果

請求・支払

保険者自らが保健指導機関に委託する方式

リストにある保健指導機関の利用が可能と通知（被保険者・事業者を経由することもありうる）

過去の健診データ

保健指導実践
（教室への参加等）

終了（評価面接）

（積極的支援の場合）

ケース１



- 27 -

被扶養者 保健指導機関 保険者

（１）被扶養者への通知

保健指導の受診券等を
出力、送付

特定健診
記録台帳

案内により、受診可能な保健
指導機関リストから選択して
受診できることを知らせると
ともに、受診券を送付する
受診券には、
・発行番号
・保険者番号・名称
・被保険者番号
・有効期限
・氏名、性別等
・窓口での負担額
を記載する

階層化を実施

受診券
等

保健指導の
案内等

受診可能な保健指導
機関リストから選択

ケース１の事務フロー（積極的支援の場合の例）

経年変化がわかるような
健診データを出力

健診データ
（経年変化）

保健指導の案内は、
・動機付け支援
・積極的支援
の者のみとする
情報提供の者は、特定健診の結果に
健診結果の見方等の資料を同封する
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被扶養者 保健指導機関 保険者

（２）保健指導の開始（初回面接）

保健指導機関を予約
（保健指導機関は受診券があることを確認）

受診券、被保険者証を
窓口にて提示

窓口での負担額を支払

窓口での負担額を受取
領収書を発行領収書

初回面接（保健指導を開始）

行動計画を作成（コースを選択）

保健指導の費用の支払をどうするか。
案１）初回面接時に支払う
案２）初回面接時と評価面接時に分けて支払う
案３）保健指導をコード化し実施のたびに請求

支払を行なう

保健指導の費用・コースは、保険者と保健指導機関の契約により
定めることでよいか

保健指導の費用の支払の考え方として、
Ａ案）特定保健指導の開始時に全額を支払う
Ｂ案）特定保健指導の開始時と終了時にそれぞれの額を支払う
Ｃ案）特定保健指導の終了時に全額を支払う
Ｄ案）保健指導の内容をコード化し、実施の都度、支払う
がある。保険者と保健指導機関の契約により、どの支払方法とす
るか定めることができるとしてよいか

行動計画の作成時に健診結果（経年変化）が
必要な場合、保険者から送付された健診デー
タを提示する（任意）

電話等を用いた保健指導及び評価を行うため、
初回面接時に連絡先の記入を求める

受診券
等

被保険者証と受診券等を
確認、保健指導を受付
窓口での負担額を請求
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被扶養者 保健指導機関 保険者

電磁的方式に
より送信

※５年間保存
保健指導データ

管理台帳

健診データファイル（保
健指導）を作成、送信

健診データ
ファイル

（保健指導）電磁的方式により送信

健診データ
ファイル

（保健指導）

支払代行
事務点検台帳

簡単な事務点検を実施

健診データファイルの
点検

保険者ごとに健診データ
ファイルを作成し、送信

代行機関は、
・入力必須項目の入力漏れ
・入力項目の誤り
・請求額等の不一致
・特定保健指導を開始していない

こと
等を確認する（簡単な事務点検）
保険者より、事前に受診券の発行
番号と被保険者番号の組の情報提
供を受けていれば、資格確認等を
行なうことができる

保健指導機関は、保健指導の
開始を保険者に登録する

保健指導データ（行動
計画等）を入力
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被扶養者 保健指導機関 保険者

※資格を有している期間は保存
資格喪失後は、その翌年度末
まで保存（原本保存）

特定保健指導
記録台帳

行動計画（コース等）の
妥当性を確認

被保険者台帳と突合
資格の確認を実施

疑義があれば代行機関に
返戻

保険者は、
・動機付け支援であるにも関わらず、
積極的支援のコースである

・検査結果と指導内容が一致しない
等の場合、保健指導機関に確認する

健診データ
ファイル
（返戻）

（特定健診と同様のため、詳細は省略）

返戻された健診データを
確認し、再送

（決済処理）

保険者は、
・保健指導の開始
・行動計画（保健指導の

コース及び費用）
・評価の時期
等を登録する 健診データ（保健指導）

を登録

健診データ
ファイル

（保健指導）
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被扶養者 保健指導機関 保険者

（４）保健指導の終了（評価面接を実施する場合）

保健指導機関を予約
（評価面接を行なう場合）

被保険者証を窓口にて
提示

評価面接（保健指導を終了）

（開始時と同様のため、詳細は省略）

保健指導データ
管理台帳

保健指導データ（評価）
を入力

保健指導の評価時期までに資格を喪失
していることが考えられるため、窓口
において被保険者証の提示を求める

簡単な検査（体重・腹囲・血圧等）

評価面接及び簡単な検査を行なわない
加入者に対しては、電話等を用いて情
報を収集する



- 32 -

被扶養者 保健指導機関 保険者

特定保健指導
記録台帳

健診データ（保健指導）
を登録

保険者は、保健指導の期間中、行動計画に従って保健指導のサー
ビスが提供されていることを確認することができない
（Ｄ案の「その都度の請求・支払」とする場合を除く）

保険者の判断により、特定健診・特定保健指導の実施状況を医療
費通知と同様に加入者に送付することも考えられる

健診データファイル（保
健指導）を作成、送信

（開始時と同様のため、詳細は省略）

健診データ
ファイル

（保健指導）

保健指導の実施内容と
評価結果を確認する

疑義があれば代行機関に
返戻

（決済処理）
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健

保

連

・

全
国
健
康
保
険
協
会

・

大
手
健
保
組
合

な
ど

被

扶

養

者

各

保

健

指

導

機

関

被

用

者

保

険

の

保

険

者
（
委
託
元
保
険
者
）

委託又は直営

委託（又は共同実施）

ケース２

保健指導機関リスト

リストにある保健指導機関の利用が可能と通知（被保険者・事業者を経由することもありうる）

保険者が他の保険者（被用者保険）
に委託する方式

保健指導開始の連絡、終了
時体重・腹囲等の結果

請求・支払 請求・支払

＜例＞

過去の健診データ

利用（初回面接）

利用予約

行動計画

保健指導実践
（教室への参加等）

終了（評価面接）

保健指導開始の連絡、終了
時体重・腹囲等の結果

（積極的支援の場合）



- 34 -

健

保

連

・

全
国
健
康
保
険
協
会

・

大
手
健
保
組
合

な
ど

被

扶

養

者

各

保

健

指

導

機

関

被

用

者

保

険

の

保

険

者
（
委
託
元
保
険
者
）

委託又は直営
委託（又は共同実施）

ケース３

保健指導機関リスト

リストにある保健指導機関の利用が可能と通知（被保険者・事業者を経由することもありうる）

保険者が他の保険者（被用者保険）
に委託する方式

＜例＞

代 行 機 関
（支払代行及び簡単な事務点検）

請求・支払
（委託分）

保健指導単価（コース別）
委・受託情報

保健指導開始
の連絡、終了
時体重・腹囲
等の結果（委
託分）

請求・支払
（委託分）

過去の健診データ

利用（初回面接）

利用予約

行動計画

保健指導実践
（教室への参加等）

終了（評価面接）

（積極的支援の場合）

保健指導開始
の連絡、終了
時体重・腹囲
等の結果（委
託分）
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健

保

連

・

全
国
健
康
保
険
協
会

・

大
手
健
保
組
合

な
ど

ケース４

被

扶

養

者

被

用

者

保

険

の

保

険

者
（
委
託
元
保
険
者
）

各

保

健

指

導

機

関

各市町村国保

代 行 機 関
（支払代行及び簡単な事務点検）

請求・支払
（国保分）

請求・支払
（委託分）

請求・支払
（委託分）

市町村（国保）の保健指導事業の利用が可能と通知（被保険者・事業者を経由することもありうる）

委託又は直営

委託

委託
（又は共同実施）

保険者が他の保険者（国保）
に委託する方式

＜例＞

利用
（初回面接）

利用予約

行動計画

保健指導実践
（教室への
参加等）

終了
（評価面接）

（積極的支援の場合）

保健指導開始
の連絡、終了
時体重・腹囲
等の結果（委
託分）

保健指導単価（コース別）
委・受託情報

保健指導開始
の連絡、終了
時体重・腹囲
等の結果（委
託分）

保健指導開始
の連絡、終了
時体重・腹囲
等の結果（国
保分）

過去の健診データ

※とりまとめ機関が入る
ことも考えられる。

※保健指導機関からの提出先は
代行機関として、代行機関で市
町村国保分と委託分を仕分ける
方法も考えられる。

※契約を束ねる機関
も考えられる。


